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1初 期め引当金会計論
『引 当金』 とい う会計用 語は,昭 和 のは じめころに作成 された語 だ といわれている。 この用語か
出現 した経緯 につ いて,黒 沢清 先生は次iii)ようにのべ られてい る。「……昭和5年 に発表 された 『標
準貸借対 照表』(臨時産業合理局財務管理委員会案一 未定稿)ま では,わ が国の会 計学文 献には,
引 当金 とい う用語 はぜんぜん使用 されていなか った し,会 計実務 にお いて も,ほ とん ど未知の 言葉
であ った。ただ一つの例 外は三菱造船会社 である。 当時財 務管理委 員の一人であ った三菱造船の永
原伸雄 氏が,こ の用語 の採用 を提案 し,吉 田 ・太 田両委員が これ を採用 して,標 準 貸借対照表 のモ
デルのなか にと りいれたのであ ぎ1」 また,当 時 の委員の一人 であ った太 田先生 はその頃 の ことを
思い出 され て,「引当金 とい う言葉 は多分昭和6,7年 の頃 であ った と思 うが,産 業 合理局 の財務委
　
員会 で標準財務諸表 を審議 してい る際 に作 り出 された ものであ る。」 とのべ られている。'どうや ら,
コ
『引当金』 とい う会 計用語が出現 したのは昭和 のは じめ ころの ことと言 えそ うである。
ところで,『引 当金』 とい う会計用 語が 出現 したのが昭和 の初 期の ころであ るとして も,そ れ以
前 には三菱造船 以外 に誰 もr引 当金』 とい うものの存在 に気 づいてお らず,こ れについて論 じた者
がいなか った とい うわけではないであろ う。 た とえば,昭 和5年 当時 の上記の財務管理委員会 のメ
ンバーの一人であ った太 田先生 は 『標準貸借対照表』 が審議 されるよ りも16年も前 の大正8年 に
『損益 境上のReserveaccountに就 て』(会計第6巻2号,3号 連 載)と い う論文 において,r引当
金』 とい う用語 こそ使用 されていな い もののr引 当金』 に該 当す る もの とr積 立金』に該 当す る も
の とを区別す べきであ る として,次 の ようにのべ られてい る。「一営業期間の損益 を算 出するに其期
間 の収入 ・支出 を損益勘 定に集合 して其差 を求む るは普通 の手続な るが,此 場合現 実に支出せざ る
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ものにて,尚 他g)経費損失の科 目と同 じ く此 の勘 定の借方 に記入 せ られ,同 時 に其 の金額 を貸借対
照表の項 目と して貸方 に表 はす ことあ り。 ……此程 の勘定は時 にReserveと呼・ばれ,其:取扱 をRe-
serve(保留或は準備)す る と称 せ らる。 又決算期 に於 て其収益 の全 部 を配 当ヌ は引出勘定 となさ
ず して,・一・部 を会計 内に保留 す る事 あ り。 之 をも時 としてReserveなる勘定 と して 呼 ぶ。 故 に
Reserveなる勘定 中には二つの殆 ん ど相 対立せ る勘定 を含 む。即 ち,前 者は経 費の計上 に して,後
　
者は純益 の処分 な り。」 すなわ ち,太 田先生は大正8年 当時 すでにReserveといわれてい る ものの
うちには損益計算 に関係 す るr引 当金』'に該 当す る もの と利 益の留保 とな るr積 立金』 に該 当す る
もの とが混在す ると指摘 されていた。 そ して,太 田先生は前 者の ものについては,Reserveとい う
語 では な しに,Allowanceとい ういい方 のほ うが適 当であ るとす るライル(Liele,Accountingin
　　
TheorYandPiractice)の考 え方 を紹 介 され て い る。 『引 当金 』 とい う語 の英 米 語 と して はReserve
よ り もAllowanceが当 る こ とは,今 日,一 般 に認 め られ て い る こ とで あ る。 太 田先 生 は 『引 当金』
とい う語 そ の もの は使 用 され て い な い け れ ど も,大 正8年 に す で に 『引 当 金 』 と い う もの の存 在 を
意識 されていたのであ る。.こうして参 ると,1太甲先年 が歪員 ρ一・人 と して参加 したr標 準貸借対照
表』 の 『引 当金』規定 は太 田先生 の影 響が相 当 あ ったのか もしれな い。
昭 和5年 の 『標準貸借対照表』 は 『引 当金』V.こついて 「(5)引当勘定は前 記積 立金 と本 質 を異 に
し注 として損失に書札 て留保せらる・るものなり・此種の囎 に対しては徹 準備鋳 る諦 聾
られ しも,純 留保 の積 立金 と同視 さるる惧 あるを以て,か く別種 ρ名称 を用 いた り。」 と して,『準
怖 傘』 と言わ れる ものの うち㌍は・『引 当金』 に属 す る もの と 『積立金』 に属 す.るもの とが舜在 し
てお,り,これ らは互 に区別 され るづ きであ 喬 と してい る。 しか し,『標 準貸借 対照表』 がわ ざわ
ざ,『準備金』,『引 当金』,『積 立金』 は互 に性 質の異な る もの であ るとことわ らな ければな らなか
ったのは,'当時,会 計理論 に おい て も会計実務 において も,『準備金』,『引当金』,『積立金』 のちが
.いが,ごく…部の者 を除 いて,理 解 されてお らず,多 くの人々 にと って,そ れ ら嫡 「……同視さ る る
惧 あ る……」 ものであ ったか らであろ う。 そのために,多 くの人 々の参加 に よ って作成 された昭和
9年の 『財務諸表李則』の 『引当金』規定は 『標準貸借対照表』奪承継したと言われながらも,.結
局,次 のよ うな ものにな って しま った のであ る。
83.引当勘定 は特定 の損 失に対す る準備に して,共 の負担 が当該会計年摩 に属 し,其 の金額炉見
積 に依 りて・定 め られた もの を示す。
利 益の留保・寄付金 の受納等 に依 りて特殊 の基傘 又は資金 を設けた るときは,引 当勘定に準
じて之 を処理 すべ し。
84.引当勘 定 は 日的 とす る損失 の種類 に依 り之 童左 の如 く分類 す。
㈲ 特 定せ る資産 の減価 例 へば丁 減価償却 引当金」,「貸倒 引当金」 の如 し。
@特 定 の損費 例 へば 「修繕 引 当金」,「納税 引当金」,「退職給 与引当金 」の如 し。
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の 特殊 の危険 に因 る損 害 例 へば 「自家保険 引当金」 の如 し。
ここで,r財 務諸表準則』 の83号 にr引 当勘定 に準 じて之 を処理すべ し』 とあ るが,'この文言は
『引 当金』 では ない ものを も 『引 当金』 に準 じて処理せ よ,'とい うのであ って,『財務諸表準則』 は,
『引 当金』 を損益 計算 にかかわ るものであ るとしなが らも,利 益 の留保 を 目的 と した もを も 『引当
金』 と同様 に処理せ よ,と い うの である。 また,84号に示 された 『引当金』 の分類は,今 日,『引
当金』 を,評 価惟 引 当金,負 債性 引当金,特 定 引当金 とに分類す る方法に符合す るものであるけれ
ども,『積立金』 の性 質 を有す る もの を 『引当金』 の分類 に もちこんでい る。 この点,『財務諸表準
則』 は 『引当金』 を損 益計算 にかかわ るものであ ると認めなが らも,『準備金』,『積 立金』,『引 当
金』 り ちがいにつ いて必 ず しも充分 に理解 していなか った とい えよ う。す なわ ち,す でに大正8年
に太田先生 に よって,そ のちがいが明確 に され,.また,昭 和5年 の 『標準 貸借 対照表』.にお いて も
その区別 が明 らかに され ていたに もかか わ ら ず}多 くの人々が参加 した昭 和9年 の 『財務諸表準
則』 は 『準備 金忍,『引 当金』,『積 立金』 の区別 を充分 に行 なわなか った のである。
昭和 のは.じめ ころ,一 部 の人 を除 いては,r準備金』,.r引当金』;r積立金』`のちがいが理解 できず,
.多くの人々に とって,特 にr引 当金』 が理 解で きなか ったのは英米語 の 『Reserve』とい う語 を安
易 に取 り扱 った ことに原 因があ るのではな かろ うか。 この 当時,英 米 において もrReserve』・の内
容 は非常 に混乱 していた が,こ の混乱 して いた 『Reserve』をその ままわが国の会計に輸 入 して し
まった ところに,わ が国におけ る 『引当金』 が混乱 した一一・因があ るのではな:かろ うか。 当時 のわが
国 において,・『引当金』 や 『積 立金』 を含 めた語 として一般 に使用 されていた 『準備金』 とい う語
は,も と もと英 米語 の 『Reserve』を邦訳 した語 であろ うけれ ども,邦 訳 時 に,英 において'『Re-
serve』とい う語 が どの よ.うな意 味に用 い られてい るか を.吟味 せずに,た だ単純 に 『準備金』と邦訳
してわが国 の会計 に持 ち込 んだ のであろ う。 なるほ ど 『Reserve』と い う語は ヒiま純 に邦訳 す れ ば
『準備金』 とい う訳語が該 当す るか も しれ ない,,しか し,そ れは国語的な訳語 と して当 っていると
して も,会 計的 な訳語 と して良 いか どうか は疑問 であ る。 多 くの人々は邦訳 に当 って,.会計的 な吟
.味もせ ずに藍 ただ 『準備金』 とい う訳語 を充てて,そ の訳 語 をわが国の会計 に持 ち込 んでいる。 わ
が国 には,舶 来崇拝 の考 え方があ っそ,'欧米 の制度 あ るいは欧米 の研 究者 の0)べた ものであれば,
何 で も優 れて いる と考 えてそれ らを無批判 に紹介 す る風潮 があ るが,rReserve』とい う語 も,英 米
にお いて混乱 して用 い られてい るに もかかわ らず,充 分 に吟味 しない まま 『準備金』 と邦訳 し,そ
の ままわが国の会計 に持 ち込 んだ結果,わ が国の会計 に 『準備 金』,r引当金』,『積立金』 の混乱 を
も輸入 して しまったのであ る。 この点 について,太 田先生 は 「『Reserve』な る語は,英 米 において
も混用 さる る所 に して,之 を積立金準備 金 と単純 に邦訳す る事は共 の混雑 を も輸入 し来 りし女凹く,
くみラ
我 国 に於 て.も多 くの誤 解 を見 る 。」..との べ られ て い る。
大 正8年 に は,す で に太 田 先生 は 『Reserve』の うち に 『引 当金 』 に属 す る もの と 『積 立 金』 に
30・ 一 ・一経 営 論 集 一一
属 す る もの とが混在す ることを指摘 され ていた。 そ してr引 当金』 につ いてはAllowanceとい う
語 の方 が適 当であ るとの うイルの考 え方 を示 されていた。 しか し,多 くの人 々は外 国文献 を紹介 す
るに当 って ライルの よ うな少数 説 を無視 し,英 米 の通説 が用 いてい るrReserve』とい う語 をr準
備 金』 と邦訳 し,わ が国におけるr引 当金』 を混乱 させて しまったので ある。
H初 期の企業会計原則と引当金会計論
企 業会 計原則 は,昭 和24年 に経済 安定本部企業会計制度対策調査会 中間報告 と して設 定 され て
.以来,昭 和29年,昭 和38年,昭 和49年,昭 和57年 の4回 にわた る修 正 を行な って きた。ただ,
r引当金』 に関す る規定についてみ ると,昭 和38年修正 の もの までは,も っぱ ら引 当金の分類 と表
示 に関す る規定 を「もつのみであ ったの に対 して,昭 和49年修 正以後 の ものは,『負債性 引 当金』 な
い し 『引当金』 とは何 か を規定 してい る。
昭和24年,昭 和29年,昭 和38年 の企 業会 計原則(こ れ らをr引 当金』 の規 定に関 してい うば
あいに初期 の企業会計原則 と呼ぶ ことにす る)はr引 当金』 について,評 価性 引当金 と負債性 引当
金 とに区分 し,そ れぞれのr引 当金』の表示方法 につ いて規定 していた。 そ うした企 業会 計原則 の
規定 の仕方 を反映 して,こ の 当時 の主流的な引 当金会計論はr引 当金』 を評価性 の も.のと負債性 の
ものとに分類 し,そ れぞれの 『引 当金』 が概念的 に どの よ うに異な る ものであ るかについて論 じて
いた。
『引 当金』 を分類 し,そ の表示方法 や本質 を問お うとす るア プローチは 『Reterve』と呼 ばれて い
る項 目を類別 し,そ の類別群 ごとにその表示方法 や本質 を問お うとす る英米 に見 られるア プロー チ
に基礎 を置 くもの であろ う。 わが国の企業会計原則 がその範 としたS.H.M.の 会計原則 もrRe-
serve』を何種類 かに類別 し,そ の類別群 ご とにその表示方法や 本質 を問題 に して い る。 また,
(6)
AICPAの 会 計 公 報(1953年)も 『Reserve』と呼 ば れ て い る もの を 四群 に類 別 し,そ の あ とで
くの
rReserve』をその うちのある ものに限定すべ きで あると勧告 してい る。 すなわち,米 国においては,
『Reserve』と呼 ばれてい るもの の内に,本 来は 『Reserve』とは言 えない ような ものが まぎれ込ん
でい るので,そ うい うもの を 『Reserve』の うちか ら排 除 しよ うとい うのであ る。 さ らに言 うと,
『Reserve』を類別 す るのは,『Reserve』と呼 ぶ ものを本来 の 『ReserVe』に限定 しよ うとす るため
なの である。 こ うした アプ ローチは当時 のわが国の引当金 会計論 に も採用 されてい る。 すなわち,
当時 のわが国の引 当金会計論の主流 は,r引 当金』 を類別 し,その うち のある部分だけ を本 来の 『引
当金』であ ると し,あ る種 の ものにつ いては 『引当金』の範疇か ら排 除 しよ うと したのであ る。 そ
のために,当 時 の引 当金会計論 の主流 は,r引 当金』.とは何か を論 ず るよ り.も,もっぱ らr引 当金』
を評価性 引 当金 と負債性 引当金 とに分類 す ることに腐心 していた。
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た とえば,当 時 の主流的 な引 当金会計論 のひ とつは,r引 当金』 を評価性引 当金 と負債 性引 当金
とに類別 し,両 者のr引 当金』 が どの よ うに異な るかについて次の よ うに論 じていた。「引 当金に
は,評 価性 引 当金 と負債 性引 当金 の二種類 があ る。前者 はす でに発生 して いる金額未定の費用 に対
して設 け られている'もので,特 定の資産 に対 す る差 引 を示 す。将来 の支 出は 予定 されない ものであ
る。 …… しか るに後 者は,今 期 の負担すべ き費用 であ ることは確認 され るけれ ど も,そ の支出は将
来 の未確定時 期において行 なわ れ るものに対 して,そ の支出準備 として不特定 の資産 か ら差 し引か
ゆ
れ るべ き負債 を示す ものであ る。」 すなわ ち,評 価 性引当金 と負債 性 引当金 とは本質的 に異な る と
い うのであ る。 当時 の引当金会計論 は,企 業会計原則 が両者に対 して異な る表示方法 を指示 してい
ることか ら,両 者は本質 も異な るはずであ ると考 えて,そ の本質的な ちがい を見い出そ うと してい
る。 この点について主流的引 当金会計 論は 「企業会計原則上同 じ く引 当金 として広 く認 め られてい
る評 価性 引当金 と負債性 引 当金について も,・実は,そ こに何等 かの本質的葦異 がみ られる ものでは
なかろ うか,と い うよ うな疑問が 自らそ こに提起 され るものである。 ……わが国r企 業会計原則』
にお い℃ ……両者 の貸借対照表へ の表示形 式について も,自 ら,そ こに区別 が認め られてい るとこ
ろが らみて も評価性 引当金 と負債性引 当金 との間には,重 要な差異 が認め られ て い る とい え る。
くの
……」 とのべ てい る。 当時 の主流的引 当金会計論は,当 時 の企 業会 計原則が 『引 当金』 を評 価性引
当金 と負債 性 引当金 とに区分 していることか ら,何 とかあ るいは強 引に両者の本質が異な ると主張
し,あ げ くのは てが,評 価性 引当金はr引 当金』 ではない として,次 の ような説明 をす る。 「……
負債性 引当金 は,そ のそれぞれ特 定の 目的 に対す る将来支出に備 えて の引 当準備 であ る。 ……この
意味 において,財 務 諸表規 則,第39条 第1項 の流動 負債 に列挙 す る引 当金の解釈 と して,r引 当金
とは,将 来 にお け る特定 の支 出に対 する準備金であ って,そ の負担 が 当該 年度 に属 し,そ の金 額 を
見積 ることがで きる もの』 と定義 した ところは,正 に,負 債性 引 当金 の定義 と して正 しい ものであ
る……。 引当金の もつ一般的特徴 は,将 来 の特定支出に備 えての引 当額 ……とい う点 にこれ を求め
る。 ……そ う した引当:金の もつ重 要な特徴 は,正 に,上 述の負債性 引 当金 につ いて その まま妥 当す
ゆ
るところが ら,本 来の性 質 を もつ引 当金 は,わ れわ れは これ を負債性 引当金 に求め る。」すなわ ち,
負債性引 当金 とは将来 の支出に備 えた引 当準備であ ると し,そ れが財務 諸表規 則が規定す る 『引 当
金』 の定義 に該 当す るか ら,負 債性 引当金 こそが本来 のr引 当金』であ る,と い うのである。財 務
諸表規則第39条 第1項 の流動負債 に列挙 す るr引 当金』 は,そ の名 の とお り流動負債に列挙 され
る負債性 引当金 であ り,負 債性 引当金の定義 と一致 す るのは 当然 であ る。 それゆ え,財 務諸表規則
が 「引当金 とは……1と のべてい ることに一致す るか ら,負 債性 引 当金が本来 のr引 当金』で ある
とい う支離滅 烈な説 明がな されていたのである。なに しろ.企 業会 計原則がr引 当:金』 を表示方法
に基 づいて,評 価性 引 当金 と負債性 引当金 とに区分 して いるか ら,そ の本質 も両者 で異な るは ずで
あ るとのべて,財 務 諸表規則 が負債性引 当金 について規定 した文言 が 「引当金 とは ……」 とな って
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い るか ら,『引当金』 とい えば負債性 引 当金 に限定 され ると説明 して いたのである。
この時代 の主流的引 当金会計論 は,r引当金』を統 一 して理 解 しよ うな どとは考 えな い。r引当金』
全体 の本質 を問 うよ りも,ま ず,『引当金』 を類別 す ることか らは じめてい る。 この時代 の主流的
引 当金会 計論 は,企 業会 計原則がr引 当金』・を類別 して いるのは,.その本 質が異な るか らであ ると
考 えて,.まず,r引 当金』 を評価性 引 当金 と負債性 引 当金 とに類別 し,そ のあとで,両 者 の本質 が
いか に異 なるか につい てのべ て,'前者の引当金はr引 当金 』ではない,と 強調 していた。 こうした
考 え方 は,昭 和57年 に企業会計原則 が修正 されて,「……負債 性引 当金 と評価性引当金 ……は,そ
の会 計的性格 は同一 と考 えられ る……」 よ うに なると,企 業会計原則 を取 り扱 う人々か ら否定 され
ることにな る考 え方 であ る。 企業会計 原則 を依 り拠 として,r引 当金』 を類別 して論 じて いた 当時
の主流 的引 当金会計 論は,修 正 された企 業会計 原則 を依 り拠 に して 『引当金』 を論 ずる後 の主流的
引 当金会計論 によっ て否定 され る引当金会計論 を展 開 していたわけであ るQ
も9)の本質 は企業会計 原則 に よって決 まるわけではない。.ものの本質が企業会計原則 の規定 によ
って決 まると考 えてい る人 々の理 論は,企 業会 計原則 の修 正のた びに否定 され る理論 を展 開 してゆ
くことにな るのであ るざ
m昭 和37年改正商法と引当金会計論
昭和37年 に商法 の改正が行なわれ,商 法 には じめて 『引当金』'に関 す る規定 が盛 り込 まれ た・
商法 は 『引当金』 について次の よ うに規定 して いる。
第287条ノ2特 定 ノ支 出ハ損失 二備 フル為 二引 当金 ヲ貸借 対照表 ノ負債 ノ部 二計上 スル トキハ・
其 ノ目的 ヲ貸借対 照表 二於 テ明 ラカ ニスル コ トヲ要 ス
前項 ノ引 当金 ヲ其 ノ 目的外 二使用 スル トキハ,共 ノ理 由 ヲ損益 計算 書二記載 スル コ トヲ要 ス
上記 の条文 につ いて,評 価性 引当金 の部分 を別 に して,商 法上 にい う 『引当金』 は会計上い う負
債性 引当金 よ りも広 い とす る説 と,商 法上 い う 『引当金』は会 計上 い う負債性 引当金 を意味す る と
い う説 とがあ る。 これ らの説につ いて,一 般 に前者 を広義説,後 者 を狭義説 と呼 ぶ ことが行な われ
てい る。ただ,こ のば あい,法 律 の専門家 であ る商法学者 の見解はほ ぼ狭義説に統一 されてい るの
に対 して,法 律 の専門家 ではない会計学 者の間に,商 法 の解釈 をめ ぐって,広 義説 と狭義説の二つ
の説 が見 られる。 また,経 団連関係者 の見解 は,お おむね広義説 を支持 す るものである。
経 団連 は,経 理懇談会 において,昭 和39年3.月6日付 で 「経:理方Si'jを発表 しe.商法上 のr引
当金』'の解釈 に当 って広義 説 を採 ることに した。経 団連 が広義説 をと った ことにつ いては,次 のよ
うにのべ られて いる。「商法第287条ノ2の 引 当金 の解釈 も広狭二 義あ り実務的 に 判断 に 迷 う とこ
ろであ る。経 団連の方針 と して,特 定 の支 出又 は損失 の発生 の蓋然性 があ り,そ の 目的が明 らかで
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計画性 があれ ば,広 く計上 できると解 釈 した ……。会計学.ヒか らみれば,当 期 の費用 を課 す ことが
妥当でなければな らないが,・実務上 この要件 まで商法が要求 してはいない と解釈 してい £o。」 す な
・わ ち,経 団連 としては,表 向きは,広 狭二通 りの説 があるの で,判 断 に迷 った末 に広 義説 を選 ん だ
とい'うので ある。
昭和37年改 正商法 の・,『引当金』規 定について,多 くの会 計学者が広義の解釈 を行 な って い る。
その解釈 による と,「商法 上い う引当金がいわゆ る 『負債性引 当金』 を指示す るものであ ると い う
点 に関 しては,一 応,疑 い もな いと ころであ る。 ……(商法改 年要綱)試 案 につ いては,引 当金に
ついて 『負債 た る引 当金』 とい う表現が用 い られ,そ の表現 の もつ趣 旨 もまた,同 試案 の うちに次
の よ うに表 現 されてい るか らであ る。 すなわち 「債務 の発生又 は債務 の金額 が不 確定 であ って,債
務 の発生原 因が決算期前 にある場合 には,相 当の金額 を負債 として計上 しなければな らな い』 とい
う一購 これであ る.明 らかに,そ れ壱よ顛 性 引当金 を指示す るもの であを …鰭」 とい うの であ
る。 すなわ ち,商 法上 の 『引 当金』 はいちお う負債性引 当金 が含 まれ るとい うのであ る。 しか し,
商法上 のr引 当金』は そればか りでな く,も っと広 い範 囲の もの も含 まれ ると して,次 の よ うに説
明 されてい る。 「……同試案 にお いてr負 債た る引当金』、の見 出 レの下 で,『… …相 当の金額 を負債
として計↓ しなければな らない』 とい う表現 が見 られたのであ るが,… …第287条ノ2の 規定文 に
お いては・ 『負債 と して』 とい う表現 も消 えて,単 純 にr負 債 の部』 とな ってお り,ま たr負 債 と
して計上 しなければ な らな い』 とい う表現 も消 えて,『其 ノ目的 ヲ貸借対照表 二於 テ明 カニスル コ ト
ヲ要ス』 とな ってい る。 その表現 の変化か ら見 て も,'商法規定 の解釈 としては,引 当金は これ を負
債性 引 当金 に限 るとい う考 え方 は もはや成 立 しな い。すなわ ち,商 法上 の引当金 の範 囲は,そ の解
釈論としては大幅にこれが拡大されているという考訪 も成立すると考えられ幽 さらに滴 法第
287条ノ2のr特 定 ノ支出又 は損失 二値 フル為 二引 当金 ヲ……』 とい う表現 に つ い て,「……それ
は企業会計原則 においてr特 定 の支出』 に備 えての引当金 が認 め られてきた従 来の考 え方 との対比
にお いて,そ こに新規 にr特 定 の損失』 に備 えての引 当金 もまた,商 法上 引当金 と して適法 に認 め
なの
られ るもの とな つだ ・・…」 とのべて,「 商法 にお ける引 当金は,特 定 の支 出に備 え るための引当金
のみな らず,特 定 の損失に備 えるための引当金 を もみ とめるの であるか 砺 会計上 の負債性 引当金
ゆ
よ りも広 い範 囲の引 当金 をふ くんでい る……」 と説明 されてい る。
これに対 して・ 狭義説は次の よ うに説明 して い る。・「商法第287条ノ2の 条文 を文 字通 り解釈す
るときには,将 来 に予想 され る損失 に備 え るために も引当金 を設 け ることがで きるよ うに解 され る。
…… しか しなが ら,期 間損益計算 を目的 とす る企業会計 の見地 か らすれば,こ の種 の引 当金は,そ
の名称は引 当金 であ って も,実 質的 には損失填補 のための積立金 である。 これが名実 共に負債性 引
当金 であるため には,明 らかに 当期の収益に負担 され るべ き費用 と して認識 され る ものでなければ
な らない。 その発生が将来 に予想 され る費用 であ る場 合には,少 な くと もその発生原 因が当期 に存
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在することが認識されるものでなければならない。……広 く将来の予想損失に備える準備金を引当
金の区分に記載するものとすれば,それは期間損益計算の範囲を逸脱 し,貸借対照表の表示する損
益の内容が,ま ったく計算者の恣意によって定まることになるであろうみ しかしながら,商法の意
図するところはこのような期間損益の恣意的な算定ではない筈である。少なくとし貸借対照表の負
債の部に記載される引当金は,企業計算上の負債性引当金に限定するのが,商法の立法趣旨に適合
ロの
す るもの と:考え られ る。」
このよ うに,商 法第287条ノ2の 条文 の解釈 について,会 計学者 の解釈 は広狭二説 に分 かれてい
るが,法 律 の専門家であ る商法学 者の見方は,ほ とん ど一致 していて,狭 義説 を採 ってい る。 すな
わち,「商法 の引 当金 を理解す るためには,な ぜ引 当金 の規定 が改正商法 のな かに新設 され た か を
知 ってお く必要があ る。 ……法 律上の債務 でないため,本 来 負債 の部 に計上で きない引 当金 を,負
債 の部 に計 上 できるよ うにす るためであ り,… …商法第287条ノ2は ……その負債能 力 を認 めた も
　
のにほかな らない。」 とみて,狭 義説 を採 るている。 これは繰 延資産 についての規 定 を商法 に設け
たの と同 じ趣 旨の ことで ある。
・確 かに,商 法第287条ノ2の 文 言は会計上 のr引 当金』 を表現 す るもの としては不充 分であ る。
しか し,こ め条文 をあえて拡大解釈す る意味 は どこにあ るのだ ろ うか。 しか も,法 律学 者が会 計の
事情 がわか らずに拡大解釈 を行な った とい うな らば とにか く,法 律解釈 の専門家でない会 計学者が,
法律 学者が行 ないえない とす・る拡大解釈 を行なわな ければな らない意味は どこにあ るのだろ うか。
仮 に,商 法 の表現が会計上 のr引 当金』 を表現 す る もの と して,不 充分 な文 言ゆ えに拡 大解釈 しう
る余 地があ るの だ とす れば・ それは商法の責任 ではな くて,会 計学者の側 の責任 であろ:う。会 計学
の分野 において さえ,多 くの論 者はr引 当金 』 とは どのよ うな ものであ るかにつV〈て,自 分 自身ゐ
言葉 で表現 で きずに,企 業会計 原則の文言 を借 りて表現 してお り,企 業会 計原則 の修 正 ごとにr引
,当 金 』の定 義 を変 えて しまってい る。会計学者 が 自分 自身の言葉 で表現 しえないr引 当金』につい
て,商 法 が まと もに定義がで きなか った として もいた しかたな いであろ う。 商法 の引当金規定が不
充分 な表現 であ ることについて,商 法 に責任 を負 わ して しま うわけにはゆかないはずであ る。 その
専 門外 の ことゆ えに,引 当金 につ いて不充分 に しか規定 しえな い点 を突 いて,拡 大解釈 す るな どと
い うことはあ ってはな らない ことであ る。
一部 の会 計学者に よ って広 義説が主 張 されてい る。法律 の専門 家の行な いえないよ うな拡大解釈
を法律専 門外 の会 計学者が行な ってい るわ けであ るが,拡 大解釈す ることは会計上,あ るいは社会
上,ど の よ うな メ リッ トがあ るのだろ うか。 デメ リッ トの部分 しかな いであろ う。仮 に,'その文 言
が拡大解釈 が可能 な文 言ゆ えに,拡 大解釈す る者がい るとす れば,そ の文言 を会計上 のr引 当金』
だけ を意味 す るよ うに改た めるべ きであ ると提言 すべきであろ う。拡大解釈 を主張す ることは,経
団連 を勇気 づけただけの ことで,広 義説 を選択 した経 団連 を して,い わゆ る特定引 当金 とい うもの
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を会計 に採 り入 れ させ,引 当金会計 にい っそ うの混乱 を もた らす原因 を作 ったのであ る。.
IV新企業会計原則と引当金会計論
昭和49年修正 の企業会計原則・昭和57年 修正の企業会計 原則は,そ れ までの企 業会計原則 と異
な って,『負債性 引当金』 あるいは 『引 当金』 とは どの よ うな ものであ るか を規 定 して いる。 それ
ぞれの企 業会計原則 は次 のよ うに規定 して いる。
昭和49年 企業会計原則 ・注解 ・注18一 負債性引 当金 について
将来 にお いて特 定の費用(又 は収益の控除)た る支出が確 実に起 ると予想 され,当 該 支出の原 因
とな る事実が 当期にお いて既 に存 在 してお り,当 該支出の金額 を合理的 に見積 ることができ る場
合 には,そ の年度 の収益の負担 に属 す る金額 を負債性 引当金 として計上 し,特 定引 当金 と区別 し
なければな らな い。 ……
昭和57年 企業会計原則 ・注解 ・注18一一一引 当金について
将来 の特定 の費用又 は損失 であ って,そ の発生 が当期以前の事象に起 因 し,発 生 の可能 性が高 く,
かつ,そ の金額 を合理的 に見積 るこ とがで きる場合 には,当 期の負担 に属 す る金額 を当期の費用
又 は損失 として引 当金 に繰入れ,当 該引 当金の残高 を貸借 対照表の負債 の部又 は資産 の部 に記 載
す る もの とす る。 ……
昭和49年 の企業会 計原則 はr負 債性 引 当金』についてだけ,そ の規定 を行 な っていた。 そのた
めであろ うか。 この 当時 の引 当金会計論 の主流 は,r引 当金』 全体 につ いて論 ずることは せずに,
主 と して,r負債 性引 当金』 とは何か とい うことにつ いて論 じていた。 そ して,企 業会計原則 の文
...⑬
冨 を分解 して,『負債性引 当金』 とは次の設 定要件 を満 たす ものであ る,と 説明 していた。
ω 将来 において特 定の費用(ま たは収益 の控除)た る支 出が確実 に起 ると予想 され ること。
(2)'当該支 出の原 因 とな る事実 が当期にお いてすでに存在 している こと。
③ 当該支出の金額 を合理的 に見積 ることがで きること。
これに対 して,昭 和57年 の企 業会計原則 が上記 のよ うに修正 されて,r引 当金』 につ いての規定
がみ られ るよ うにな ると,引 当金会計論 の主 流は,こ の修正 された企業会計原則の文 言 を利 用 して,
　
今度 は,r引 当金』 とは次の要件 を満 たす ものであ ると説明 している。
(1)将来 の特定 の費用又 は損 失であ ること,
② その発生 が当期以前 の事 象に起 因す る ものであること。
〈3)その発生 の可能性 が高 いこ と。
(4)その金額 を合:理的 に見積 る ことがで きる こと。
昭和49年 の企 業会計原則 に見 られたr負 債性 引.当金』 についての規定が,昭 和57年 の企業会計
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原則 ではr引 当金』 についての規 定に変更 されてい る。 この点 について,企 業会計審議会 が昭和57
年4月20日 付 で・ 企業会計原則 の修正 に当 って公 表 した 「負債性引 当金等 に係 る企業会 計原則注
解 の修正 に関する解釈指針」'に 「① 修 正前 の注解 では,'負債性 引当金 の概念 ・範 囲を定 めてい る
が,負 債性 引当金 と評価 性引当金(例.貸 倒 引当金)は,い ずれ も将来 の特定 の費用又 は損 失の計
上に係 る引 当金項 目であ り,そ の会 計的性格は同一 と考 え られ る。 この ため,企 業会計原則上,両
者 を引 当金 と して一本化 す るとと もに,こ の趣 旨に沿 って名称等 を修 正 した 。」 とあ る。 この こと
か ら,昭 和57年 以後 の主流的 引当金会計論 は,「……負債性 引当金 と評価性 引i当金 は……会計的性
格は同一 と考 えられ る。 そのため ……両者 を引 当金 と しで 一本化 する……」 と の解釈 指針1の ①
の文 言 を受 けて,.r引当金』 は評価性 引当金 と負債性 引 当金 とに区別 す るのではな く,両 者統 一 し
て理解 で きるもの であ ると説明 している。'さらに,ま た,昭 和57年 以後の主流的引 当金会計論 は,
余栄会計原則 り修正 によ って,上 に見たよ うにr引 当金 』の設定要件 が変わ ったので 「引当金の設
定対象が拡大され,かつ設腰 件がゆるめられ濫 」としている。
すなわち,昭 和49年 当時の主流的引 当金会計論ぱr引 当金』 とは何 か とい うことについては,
まった くと言 ってよいほ ど論及せ ずに,『負債 性引 当金』 につ いてだけ論 じていた。 これ に対 して,
昭和57年 以降の主流的引 当金会計論は,今 度 は,r負債性 引 当金』 には言及 せずに,r引 当金』 と
は何 か を企業会計原則 に求めてい る。 さらに,主 流的 引当金論 は,昭 和57年 以後 は引当金の設 定
要件 が拡 大 した と言 う。 しか し,こ のばあい,設 定要件 が拡大 されたのべ ることは,単 に拡大 きれ
た と言 えばすむ ものではな く,昭 和49年 当時の主張 を否定 した ことにほかな らない。 引 当金会計
論 におけ る主流的理論 とい って も,昭 和24年 頃 か ら昭和38年 頃 までの もの と昭和49年 頃の もの
とでは,時 間的な隔 りのために,そ の担 い手は同一人物 である とは限 らず,そ の主張に隔 りが存 す
る可能性 はあ る。 しか し,'昭和49年 頃 か ら昭和56年 までに唱 え られた主流的引 当金会計論 と,昭
,和57年以降 の主流的引当金会 計論 とでは,時 間的に接 近'しているため に,同 一一人物 に よ って異 な
る主張がな されてい るのであ る。す なわち,昭 和49年 頃か ら昭和56年 までの主流的理論 と昭 和57
年 以降 の主流的理論 とは,同 一人物 によ って 別 々の主張 が展 開 されて いるのである。
r引当金』 は評価性 引当金 と負債性 引当金 とに区別 して,両 者 のちがい を論 ずるべ き もので は な
くジ 統一 して理解 し'うる ものであ る,『とい う考 え方 は,企 業会計原則 が修正 にな った昭和57年 以
後 に多 くの論者 によ ってな されてい るが,こ う した主 張は それ よ りもず っと前に見 られた ものであ
る。 た とえば,佐 藤 孝一先生は昭和38年 にr引 当金の一般的性格につ いて』(企業会計第 ・15巻10
号)と い う論文 において次のよ うにのべ られてい る。 「……引当金は,期 間損 益計算 にお け る発生
主義の適用 に基 づ く不確定 費用 の計 上を,将 来 におけ る修 正確 定計算 を可能 にす ることに よっセ合
理的な ら しめ る点 において共通 の属性 を有す るものであ り,こ のよ うな事実 こそ,引 当金 を特徴 づ
ける基本的特 質 と考 え ることがで きるのであ る。 引 当金の一般的性格 をこの よ うに理解 す る場 合に
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は,・通説 の示 す ごと く,引 当金 を評価性 の それ と,負 債 性 のそれ とに区別 し,貸 借 対照表への異 な
ゆゆ
った表示方法 をと りあ げることの論拠は,き わ めて稀薄 であ るといわなければな・らない。」 す な わ
ち,佐 藤先生 は,昭 和59年 の企業会計原則 によ りも20年ほ ど前 に,r引 当金』は統一 して理解 で
きる ものである,と 主 張 されていたのであ る。
佐藤先生 は,主 流 的な引 当金会計論がr引 当金』 を評価性引 当金 と負債 性引 当金 とに区分 してい
る時代 に,r引 当金』 は評価性,負 債性 に区別 す るのではな く,統 一一・し理解 しうる ものであるとさ
れて いた。'こうした考 え方 について,現 在 の主流的引 当金会計 論は昭和57年以前 には見向 き も し
ない でお いて,昭 和57年 の企業会計原則 にr引 当金』 の規定 が設 け られ るや否や,r引 当金』は統
一 して理解 しうるものであ ると説明す る。 すな わち,今 日,r引当金』 は統一:一・して理解 し うるとす
る主流的引 当金会計論 を唱 える人々は,昭 和49年 の企業会計原則か ら昭和57年 の修 正前 までは,
r引当金』 とい えぱr負 債 性引 当金』 しか眼 中にないかの よ うに,r負債性 引当金』 についてだけ説
明 して いた に もか かわ らず,企 業会計原則 が修 正され る否 や,そ れ以前 の説明 を転換 して しま.って
い るのであ る。'こうい う人 々は,20年ほ ど前 に佐藤 先生 がr引 当金』は統二 して理解 しうる もので
あ ると した ことにつ いては,昭 和56年 まで見向 きもしないでおいて,昭 和57年 に企i業会計原則が
『引 当金』 につ いての規定 を設 け ると,今 度 はそれが当然 であるかのよ うに説明す るのである。 こ
うい う人 々の主張は,昭 和57年 以前 の著書 ではr負 債性 引当金』 について説明 し,,昭和57年 以後
の改訂版 では 『引 当金』について説明 して いるのであ る。 また こ うい う人々は,後 者 の著=書におい
て,引 当金 の設定 要件 が拡大 した として,以 前 の著書 で 自分 自身が説明 していたr引 当金』 の設定
要件 を自か ら否定 して しまって いるのであ る。
今 日,引 当金会 計論 の主 流はr引 当金 』 を統 一 して理解 しうるもの であるとしてい る。 しか し,
こうした主 張は,昭 和38年 頃,す でに存 表 していた に もかかわ らず,当 時,な ぜ主流的主張 とな
らなか ったのであろ うか。 また,昭 和57年 以後 は統 一して理解 され うるものであ ると主張 され る
のであれば,な ぜ,昭 和56年 までは こうした主張 を無視 してきたの であろ うか。 すなわち,昭 和
57年以後 にな ると,そ れ まで 『負債性引 当金』 しか問題 に しなか った人 々が,.今度 は こぞ っで 『引
当金』は統 一的 に理解 しうる もの であ ると主張す るのであろ うか。 あ る年 を境 に個人 の主張が大 き
く変わ る ことがないわけではないが,な ぜ,主 流的 引当金会計論 を唱 え る人 々のほぼ全員が,そ ろ
って あるヅ時期 にその主 張 を変えて しまったのであろ うか。 それは企業会計原則 の規定が修正 され
たか らなの であろ うか。 そ うだ とす ると,『引 当金』 についての理論 は企業会計原則 の修 正めたび
に変わ るこ とにな って しまうのであろ うか。物 の本質 が企業会計原則 の修正のた びに変わ るもので
あるとす るな らば,今 後,仮 に,企 業会計 原則 が修 正にな る時 には,『引 当金』につ いての説明は
再三再 四変わ ることにな ろ う。 企業会計原則 の文言 を解釈 して 『引 当金』 とは これ これ こ うい うも
のであ ると説明す る主流的引 当金会計論は,昭 和57年の企業会計原則 の修正 によ って,そ れ以前
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に自分 自身が主張 していた理 論 を否定 し,ま た,次 の企 業会 計原則 の修 正時 には,自 分 自身で否定
す る可能性 のあ る理論 を展 開 してい るのであ る。
V引 当金会計論の混乱
先に見たよ うに,r引 当金』 とい う語 が見 られ るよ うにな ったのは,昭 和 のは じめ ころの こ と で
あろ うが,こ の当時の会計実務 あるいは会計理論は,ご く一部の もの を除けば,『引 当金』 が どの
ような ものであ るか を理解 していなか った。 この時代 の多 くの人 々はr引 当金』,r積立金』,r準備
金』 のちがい について理解 できず,r引当金』 とr積 立金』 とを合 せて 『準備金』 とい う語 で総称
していた。 このr準 備金』 とい う語 は,当 時,わ が国に英米 の文 献 を紹介 す る際 に,『Reserve』
とい う語 を邦訳 した語 であるが,こ の 『Reserve』とい う語 を 『準備金』 とい う語で紹介 した こと
に引 当金会計論の混乱 が始 まったのである。'
わ が国には,舶 来崇拝 の考 え方 があ るのだろ う。欧米 の文献 をわが国に紹介 す る際 に,欧 米 の研
究者の のべた もの であれば,そ れだけで権威 があるかの ような紹介 が な される傾 向 が あ る。rRe・
serve』とい う語 を邦訳す る際 に も,そ の内容 を充分 に吟味 しないで単純 に 『準備金』 と邦訳 して,
わが国 の会計 に持 ち込 んだので ある。 当時 の英米 において 『Reserv6』は混乱 してお り,太 田先生
が大正8年 に紹介 されてい るライルのよ うにAllowanceとい う語の方が適切 な語 であ る と の少数
説が あ ったに もかかわ らず,英 米 におけ る通説 の用 い るrReserve』』を 『準備金』 と邦訳 して,わ
が国に持 ち込 んだ結 果,わ が国に英米 におけ る混乱 を も持 ち込 んで しまったのであ る。多数説 ない
し通説 とい うものに疑 問 を もち,・rReserve』の内容 をよ く吟味 していたな らば,こ うした混乱 の輸
入は さけ られたは ずである。外 国文献 であ れば,何 で も権威 があ ると考 え,あ るいは,多 数説な い
し通説 とい うものに疑 問 を持 たなか った人 々が,ま ず,わ が国の引当金会計論 を混乱の道 にさそい
こんだのである。
昭和24年に企業会計原則が設定 され,『引当金』 は,評 価性引 当金 につ いては控 除す る形式 で,
負債性 引当金 については負債 の部に表示す べき ことが規 定 された。 この時代 に な る と,r引当金』
についての議論 は比較的活発 にな ってきて,多 くの論文等が見 られるよ うにな って きた。 なか には
r引当金』 の本質が どのよ うな ものであ るか を問 うよ うな論文 も見 られ た が,引 当金会 計論の主流
は,な ん とい って も,表 示方法 について論 じた ものであ った。 こ うした引 当金会計論は,両 者の表
示方 法が異な る ことか ら,両 者 の本質的ちが いを強調 している。 こめ当時の主 流的な引 当金会計論
は,企 業会計原則 を全科玉 条の もの と考 え,企 業会計原則 にそ った解説 を行な ってい るのであ る。
こ うした企業会計 原則 を依.り拠 としてた解説 は,の ちの企業会計原則の修正に よ ってその正 当性 が
否定 され るわ けで,こ の当時 の主流的引 当金会計論は のちに主流的 引当金会計論 によって否定 され
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る理論 を展開 していたわけ である。
こののち,昭 和49年 に企業会計原則 が修正 されてr負 債性 引当金 』 についての規定 が見 られる
よ うにな ると,主 流 的引当金会計論はr負 債 性引 当金』 とは何か,そ の設定 要件 について論 ず るよ
うにな って くる。 この時代 にな ると,『引当金』 とは何か,と い うよ うな ものの本 質 を問 うような
引当金会計論 は隅 っこの方へ押 しや られ て,も っぱ ら,『負債性 引 当金』 のみが問題 にされて いる。
しか し,こ の引当金会計論 を唱 えて いた と同 じ人 々は,昭和57年 に企業会計 原則 が修正 されてr引
当金』についての齪 が示されると・今度eよ・それまで熱dsにr負羅 引当金卸 み鯛 麺にして
いた態度 を貌 変 させて,評 価性 引 当金 と負債性 引当金 とは同一的 性質 の ものであ ると説明す る。 そ
して,今 度 は,r引 当金』 とは これ これ こうい うもの であ ると説明す るの である。
企 業会計 原則 に 『引当金』 の表示 方法 が規 定 され てい るときには,そ ㊧黍示方法 のちがい か ら
r引当金』 を評価性 引当金 と負債性 引当金 とに区分 し,r負債性 引当金』 こそがr引 当金』 である と
説明 してい る。 そ して,次 に企業会計原則bミ修正 にな ってr負 債性 引当金 』だけの規定 が見 られる
よ うにな ると,『引 当金』 の本 質が何 かであ るか を問 うことな しに 『負債性 引当金』 の設定 要件 の
み を問題 にす る。 さ らに企業会計原則 が修 正 されて,r引 当金』 の規定 が見 られ るよ うにな ると,
それ以前 にr負 債性 引 当金』 の設定要件 のみ を問題 に していた人 々が,そ のこ とには一斉 に口 を閉
ざ して,今 度 はr引 当金』 の設定要件 は拡大 された とのべ,そ の設定要件 のみ を問題 にす るよ うに
な る。企業会 計原則の規定 が修正 にな る と,常 に,そ の説 明 を変 えて しま うよ うな主洗的な 引当金
会計論 が,今 日,『引 当金』 とは これ これ こ うい う設 定要件 を満 たす もりであ る,と 説明 したと し
て,そ の説 明は信 頼 しうる ものであろ うか。企業会計原則 の修正 のたびご とに説明 がかわ るのであ
れば,今 後,企 業会計原則 が修正 にな らな い とい う保証 は どこに もないのであ って,仮 に,企 業会
計原則 が修 正 にな るとす れば,再 三再四,r引 当金』 とは何か,そ の設定要件 は どのよ うな ものか
とい う説明がかわ ることにな るであろ う。企業会計原則 を依 り拠 としてい る主流的 引当金会計論 は,
それ までの 自己の主張 を 自か ら否定 し,ま た,今 後 の企業会 計原則 の修 正に よって修正 され る可能
性 の残 ってい る理論 といえ るであろ う。
多 くの会 計学者 は企業会計原則 を依 り拠 として,こ れについての解説 ・解釈 を行 な っている。 こ
の解 説 ・解 釈好 きな気質 は,商 法 の解釈 に も口をさせ狭んで いる。 こ うい う人々の一部 は,昭 和37
年 の商法 を拡大解釈 し,経 団連 を勇気 づける ことに貢献 し,r引 当金』 を混乱 させ るのに一役 か っ
て しまって いる。r引当金』 とは真 に どの ような ものなのか。 それ は企業会計原則 や商法 の文言 を
解 説 してみた と ころで理解 で きるものではないであろ う。企業会計原則 の文言 に よって ものの本質
が理解 で きるわ けではな く,む しろ,企 業会計原則 の文 言に こだわ るこ とは ものの本質 を見誤 らせ
ることにな るであ ろ う。 企業会計原則 の文言 が どおであれ,そ れに とらわれずに,『引 当金』 の本
質 を真に理解 すべ きであろ う。主流的引 当金会計論 は,今 回の企業会計 原則 の修正 に よってr引 当
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金』 の概念 が拡大化 した と説明 してい るが,そ の論者は前 回の 修正後 に 自分 自身が 説明 して い た
r引当金 』 を自か ら否定 してい るの である。 こ うい う人 々は;.これか らの ちに企業 会計原則 の修 正
が行 なわれたばあいには,現 在 の 自分 自身の説明が再び否定す ることにな ろ う。 企業会計 原則 に依
存 した主 流的引 当金会計論 は再 び修正 され る可能性 のあ るr引 当金』概 念 を問題に しているので あ
る。
注{1)黒 沢 清 「貸借対照表能 力問題 としての引 当金」r会計 』第107巻6号 。
(2)太田哲三 「引当金勘定 について」「企業 会計』第13巻12号 。
(3)太田哲三 「損益壇上のReserveaccountに就て」r会計』第6巻2号 。
(4)同 上。
⑤ 同 上。
⑥ 神 戸大学経済経営研究所 『会計研究公報 ・会計 用語公報』昭和34年,PP.192-193.
(7)同 上,p.193.
(3)田島四郎r財 務諸 表論』昭和53年(昭 和39年初版),p.311・
(9)山下勝治 「会計 の引当金 ・商法の引 当金」r企業会計 』第15巻1号 。
㈹ 同,上 。
ω 下居林次雄 「10.月決算 を顧 みて」r企業会計 』第16巻4号 。
働 山下勝治 前掲稿。
⑬ 同 上 。
a4山 下勝治 「財務諸表会計』昭和49年(昭 和41年初版),p.195.
aの高松和畢f新 商法下における引当金の表示」『企業会計』第15巻8号。
⑯ 阪本安一 「商法貸借対照表上 の負債 お よび資本」『企業会計』第16巻8号 。
an並 木俊守 「商法 と法務省令におけ る引当金の概念」r企業会計』第16巻6号 。
⑬ 宇南山英夫r現 代財務諸表論 』昭和55年,p.226.
中村 忠 『現代会計学』昭和52年,p.117..
定方鷲男 ・青柳文司r会 計学総説(改 訂版)』昭和50年,pp.133-134.
⑲ 宇南 山英夫 「引当金に関する一考察」『会計』第122巻2号6
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